
 

（別添１４） 

 

対面助言のうち、ＧＣＰ／ＧＬＰ／ＧＰＳＰ相談に関する実施要綱 

 

１．対面助言の区分及び内容 

本実施要綱の対象とする対面助言の区分及び内容については、以下のとおりです。 

① 医薬品ＧＣＰ／ＧＬＰ／ＧＰＳＰ相談 

ア 個別品目の治験ＧＣＰに関すること、先進医療Ｂ等の臨床試験に関するＧＣＰ適合性に

ついて指導及び助言を行うもの（先駆け総合評価相談（信頼性）及び信頼性基準適合性調

査相談の対象とするものを除く）。 

イ 個別のＧＬＰ適用試験の実施に関すること、その他非臨床試験のＧＬＰ適合性について

指導及び助言を行うもの（先駆け総合評価相談（信頼性）及び信頼性基準適合性調査相談

の対象とするものを除く）。 

ウ 個別品目のＧＰＳＰに関すること、その他使用成績調査、製造販売後臨床試験等のＧＰＳ

Ｐ適合性について指導及び助言を行うもの。 

エ 個別品目のその他の信頼性基準に関することについて指導及び助言を行うもの。 

② 医療機器ＧＣＰ／ＧＬＰ／ＧＰＳＰ相談 

①に同じ。 

 ③医療機器ＧＣＰ／ＧＬＰ／ＧＰＳＰ相談（追加相談） 

医療機器ＧＣＰ／ＧＬＰ／ＧＰＳＰ相談の結果を受けて変更を行った場合に、その変更内容の妥

当性について、さらに相談を行う場合、当該相談区分の相談を再度受け、指導及び助言を行

うもの。 

 

２．対面助言の日程調整 

対面助言を希望する場合、対面助言の実施日を調整するため、相談の区分に応じ、独立行政

法人医薬品医療機器総合機構審査等業務関係業務方法書実施細則（平成１６年細則第４号。以

下「業務方法書実施細則」という。）の様式第１１号又は第１２号の表題部分を「ＧＣＰ／Ｇ

ＬＰ／ＧＰＳＰ相談日程調整依頼書」と修正し、対面助言希望日時を備考欄に記入するととも

に、必要事項を記入し、対面助言に使用する資料目録、医療機器ＧＣＰ／ＧＬＰ／ＧＰＳＰ相

談について準備面談が終了している場合は対面助言準備面談時に発行された準備面談終了証

の写しをあわせて、持参、郵送又はファクシミリにより審査マネジメント部審査マネジメント

課に提出してください。郵送の場合には、封筒の表に「対面助言日程調整依頼書・資料目録在

中」と朱書きしてください。 

なお、医療機器ＧＣＰ／ＧＬＰ／ＧＰＳＰ相談にあっては、当該相談を円滑に行うため、あ

らかじめ対面助言準備面談（本通知の別添１２参照。）を申し込みいただき、相談内容、相談

資料等について事前に打合せを必ず行ってください。 

 

 

３．対面助言の日程等のお知らせ 

対面助言日程調整依頼書の提出を受けてから、機構の担当者より実施日時について調整を

行います。 

実施日時、場所等が確定した場合、「対面助言実施のご案内」により、相談者の連絡先あて

にファクシミリにてお知らせします。 

申込先及び疑義がある場合の照会先： 

〒100-0013 東京都千代田区霞が関３－３－２ 新霞が関ビル９階 

 独立行政法人医薬品医療機器総合機構   審査マネジメント部審査マネジメント課 

電話（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ） ０３－３５０６－９５５６ 

      ファクシミリ  ０３－３５０６－９４４３ 

受付時間：月曜日から金曜日（国民の祝日等の休日を除く。）の午前９時３０分から午

後５時までです。時間厳守でお願いします。 



 

 

４．対面助言手数料の払い込みと対面助言の申込み 

上記３．の対面助言実施のご案内を受信した日の翌日から起算して１５勤務日以内に、当該

対面助言の区分の手数料を市中銀行等から振り込んだ上で、医療機器ＧＣＰ／ＧＬＰ／ＧＰ

ＳＰ相談について準備面談が終了している場合は、対面助言準備面談時に発行された準備面

談終了証（原本）と業務方法書実施細則の様式第１１号又は第１２号の「ＧＣＰ／ＧＬＰ／Ｇ

ＰＳＰ相談申込書」に必要事項を記入し、振込金受取書等の写しを添付の上、持参又は郵送に

より審査マネジメント部審査マネジメント課に提出してください。郵送の場合には、封筒の表

に｢対面助言申込書在中｣と朱書きしてください。 

なお、手数料額及び振込方法の詳細については、それぞれ業務方法書実施細則の別表及び

「独立行政法人医薬品医療機器総合機構が行う審査等の手数料について」（平成２６年１１月

２１日薬機発第１１２１００２号独立行政法人医薬品医療機器総合機構理事長通知）を参照

してください。また、対面助言実施のご案内の受信後、相談区分を確認の上、振り込むように

してください。 

 

５．対面助言の資料 

（１）対面助言に使用する資料１０部を、相談予定日の５週間前の月曜日（午後３時）までに、

審査マネジメント部審査マネジメント課へ持参又は郵送により提出してください。対面助

言資料提出時には、資料の電子媒体（CD 又は DVD）での提出も併せてお願いします。 

（２）資料の表紙には、１０部それぞれに、治験成分記号、治験薬の成分名、相談区分、対面助

言実施日、対面助言を受ける者の氏名（会社名）に加えて、右上部と背表紙上部に受付番

号、右下部に資料の通し番号（１番から１０番まで）を付してください。 

（３）提出された資料は原則として機構において廃棄しますが、返却希望の確認を資料提出の際

に行います。 

（４）医療機器ＧＣＰ／ＧＬＰ／ＧＰＳＰ相談（追加相談）について 

前回の対面助言実施時からの変更点を盛り込んだ資料を提出してください。 

 

６．対面助言の取下げ、日程変更  

（１）対面助言の申込み後、その実施日までに、申込者の都合で、取下げを行う場合には、業務

方法書実施細則の様式第３３号の「対面助言申込書取下願」に必要事項を記入し、審査マ

ネジメント部審査マネジメント課に提出してください。併せて、業務方法書実施細則の様

式第３４号の「医薬品等審査等手数料還付請求書」に必要事項記入の上、提出された場合

には、手数料の半額を還付します。 

（２）申込者の都合で実施日の変更を行う場合は、一旦、「対面助言申込書取下願」を提出し、

再度申込みを行っていただきますので、「対面助言申込書取下願」を審査マネジメント部

審査マネジメント課に提出してください。併せて、「医薬品等審査等手数料還付請求書」

に必要事項記入の上、提出された場合には、手数料の半額を還付します。 

（３）機構側の都合で実施日の変更を行う場合や、実施日の変更がやむを得ないものと機構が認

めた場合は、「対面助言申込書取下願」を提出する必要はありません。 

（４）取下げる場合であっても、機構がやむを得ないものとして認めた場合は、手数料の全額を

還付します。 

 

７．対面助言の実施 

（１）対面助言実施日の前日までに、出席者人数、相談者側専門家又は外国人の出席の有無（通

訳出席の有無を含む。）について、機構の担当者まで連絡してください。 

なお、出席人数については、会議室の広さとの関係上、１相談につき１５名以内として

ください。 

（２）対面助言当日は、機構受付で対面助言の予約がある旨を伝えていただき、相談担当者の指

示に従ってください。 

 

８．対面助言記録の伝達 



 

対面助言が終了した後には、相談者に内容を確認の上、機構において記録を作成し、相談者

に伝達します。 

  


